2007年5月31日

福岡高等裁判所　御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　湯布院町防災無線談合損害賠償等住民訴訟

　　　　　　　　　　　原　告　　谷　　千　鶴


控訴理由書に対する疑問・意見

「談合」「市場価格」の認識が違うから、話がかみ合わない

以下のとおり、沖電気と原告の事実認識は共通です。

①　土木建築と違って、電気通信（防災無線）業界は、設計に採用された仕様をもつ業者が優位に立つ

だから、

②　発注自治体が仕様を決める前の段階で、自社の仕様が採用されるよう営業活動する。

そして、入札では

③　落札を断念した業者は、予定価格より若干高い金額で応札し、自社の仕様が採用された業者は、予定価格よりも若干低い値段で応札し落札する

それなのに話がかみ合わないのは「談合」の認識がちがうからです。

原告は、①～③の一連の実態が業界の「暗黙のルール」「慣例」で「不当な取引制限」（談合）にあたる、と考えています。（沖電気提出の証拠、公取委「入札談合の防止に向けて」P4～）

一方、沖電気は、指名前の営業に「慣例」はないとし、指名業者間の相談のみを「談合」とみなしています。

控訴理由書P16、「市場価格」の認識も違います。

町への見積書に書かれた沖電気ほか計4社の２億数千万円は施工費を含む「機器」の値段で、一般管理費等を含めると「3億円の事業」になります。これが「販売額」「価格」（沖電気の証拠　丙14号証、富士通HP）で、いわゆる「メーカー希望販売価格」にすぎません。

　「市場価格」は需要と供給のバランスで決まるもので、一般的に民間取引のそれが「市場価格」だと考えます。もちろん、過当競争の末のダンピング価格は除きます。ところが、防災行政無線は民間需要がほとんどない分野で、しかも需要側にノウハウが全くといっていいほどありません。このような場合「市場価格」は成立せず、供給側の「言い値」になることは避けられません。

そう、防災無線事業は、業界にとって実に「おいしい商売」なのです。

というわけで、贈収賄事件の供述調書および資料、大分地裁に提出された資料、原告が情報公開請求で集めた資料などをもとに、昨年9月に地裁にあてた意見をさらに検討してみます。

防災無線業界８社の共存共栄は、「話し合い」「ネゴ」で支えられている

①③について。

現実は、発注側の仕様があって受注業者が決まるのではなく、裏の営業で受注業者が先に決まってその結果発注者の仕様が決まるのが実態です。

沖電気の言うように、発注側がいくつかの業者の製品が対象となるよう幅をもたせた仕様をとるなら、指名後の価格をめぐる競争も可能となります。それでも、大谷さんや富士通の小山さんによると、『新規の工事で、受注希望者が３社以上で、発注者の意向が見えない場合』は集まることもあるが、ほとんどが電話で話し合いがつくそうです（甲8号証の９　P6）。

（なお、後述しますが、最近は、自治体側がこのことに気付いて設計段階から談合を排除しようという事例が現れてきているようです）

乙39号証　P15～16　有永　

公共工事の場合は実施設計時に標準積算金額を採用していることから、民間工事に比べて単価が高く、その上確実に工事代金がいただけるという大きなメリットがあるのです。これを当社が扱っている企業等の電話交換機と比較すると、交換機の場合日進月歩で性能は向上し、反面価格は安くなっているという傾向にあります。例えば100回線をまかなう電話交換機を設置する場合には、工事費込みでも500万円くらいの売上にしかなりません。ところが防災無線の工事は億単位ですし、……私たちにとってはおいしい工事だったのです

甲９号証の１　P６　東芝　塩崎　

……官公庁が発注する工事については、もちろん全てではありませんが、発注者がどの業者に落札するつもりであるかという明確な意向がある場合や既存設備に関する工事など除き、違法であることは十分承知の上、指名業者間で談合が行われて受注業者が決められており、この談合は、昔も今も変わらずに行われているというのが実態で、われわれ電気業界においても例外ではありません。

乙39号証　有永　P36～37

「…そして、これは法に触れる話しにくいことなのですが、営業努力の結果、……共存共栄ということから、「ネゴ」つまり談合して仕事を分け合っているのが実情なのです。しかし８社のうち、松下電気産業はネゴに応じようとはせず、独自の判断で入札することが多いメーカーですし、日本電気は……基本的には談合には加わらずにここも独自に入札する体質があり、この２社にはできれば指名業者になって欲しくないのが他社の思惑なのです。」

同様の供述が数多くあります。

談合して大きな利益を得るには、入札額の打ち合わせが必要

②について

業界のルールでは、自社の仕様が決まればチャンピオンになって他社に協力してもらって高率の落札ができる、つまり、設計業者に協力したり発注側で天の声を出してもらったりして自社を特定した仕様にしてもらって、談合ができれば、手っ取り早く多くの利益を得ることができます。そこで、地域事情に詳しいコンサルに営業支援費を払ってでも、設計業者の機嫌をとってでも、賄賂を使ってでも「話し合い」しやすい指名を、という「裏の営業」活動に陥りやすくなります。

地裁あての意見に述べたように、製品の機能や施工力をアピールしての営業・価格競争ならいいのですが……。利権に群がる人たちのために入札制度が利用されて大事な税金が不当に支払われているのでは、住民はたまったものではありません。ついでに、こんな業界で、最初は疑問を抱いてもそのうちそれを押し込めて家族のために働いているサラリーマンもたくさんいるんだろうな～、と気の毒な気持ちになります。

一般的に談合といわれる③は、その都度集まって話し合う場合もあれば、幹事社が決めたり、順番（申し合わせ、星取り表など）など、いろんな方法があります。防災無線の場合は「ネゴ」と称し、もっぱら担当者の電話連絡のようです（沖電気の場合、課長級）（甲８号証の12　P11）。

予定価格は発注側が「分切り」します。高い確度で予定価格を推測できるとはいえ、高い落札率をめざすなら、指名された業者間で物的証拠が残らない方法で入札額を打ち合わせる必要があります。入札に参加する以上「落札したい」が前提なので、予定価格をあまりに上回る額をいれるわけにもいきませんからね。

稀には、談合していることが議会に疑われないよう、予定価格ぎりぎりにしないで若干低めで入札することもあるとか。（乙40号証　P37）
大谷さんの供述調書は信用できる

富山県の婦女暴行事件や鹿児島県の投票依頼事件で、警察の見込み捜査・強引な取調べが冤罪を生んだことは記憶に新しいです。

沖電気は、捜査機関があらかじめ用意した調書を押し付けて作成したと言いますが、仮にそうなら入札価格の相談の相手を間違えることなどないでしょう。

控訴理由書P27。沖電気は「大谷とすれば、むしろ調書上で談合行為を認めたような記載がされても、社内調査においては真実が明らかになると認識していたと見るほうが、むしろ自然というべきものである」と言います。

一方、富士通の小山さんは「私方富士通株式会社は、談合が絶対に禁止、となっています。しかし、業者間の共存共栄を図る談合は、なくてはならないものであります。……会社にキズがつくというもので、役職のない者にやらせているのは、簡単に言えば、責任を回避するための策になると思います。」（甲８号証の９　P6～）と述べています。沖電気の控訴理由書より小山さんの方が“世間の常識”と思います。

談合したとなれば、会社ではなく役員でもなく、末端の担当者が責任を取らされます。懲戒解雇されるのです。入札参加各社の事情を聞かれた人物は10人。全員が懲戒解雇を承知で、業界ぐるみの談合体質を認め、湯布院ではその総仕上げとして入札額の相談電話をした、という調書に署名してます。沖電気の言い分どおりなら、10人もの関係者がやってもいない談合を「やった」と無理やり署名させられたことになります……。

それでも、談合での起訴はありませんでした。虚偽の調書を取る必要があったとはとても思えません。

大谷さんは、17日間（拘束は延べ180時間）の取調べを受けました。他社の担当者がどのくらい取調べを受けたのかわかりません。大谷さんの取調べが長期にわたったのは以下のような事情で（甲８号証の７　P２）、証人尋問よりこちらの方が信用できると思います。

「……私は、弁護士さんや会社の取り巻きの人達と相談した結果、私が知っている事実をそのまま話せば、会社は勿論、逮捕されている有永や中島、それに私にとっても大変なことになるとわかったのです。それで、その翌日からの取調では、……それまでの話を覆して嘘の話をしてきましたが……事実を話すべきか、否かで悩んだ挙げ句、体調を崩したことも事実です。しかし、……有永・中島の２人が……事実を認めてお話をしていると弁護士さんなどから聞きました関係から、嘘の話を続ける必要もなくなりました」

当時の県警・検察庁は、町長の贈収賄だけでなく「談合」や「天の声への謝礼」も起訴しようとしていたのではないかと思うのです。市民としては、そうあってほしいと思います。しかし、家宅捜索しても証拠は処分されてしまっていた……。他の事情もあったかもしれない。結果、贈収賄事件のみ起訴となったのでしょう。

贈収賄は相手がいてお金も動いているからごまかしようがない。しかし、談合は、社内の証拠書類は隠滅したし、相手は身内の業界で電話だから証拠はない。当時、この状況で談合で起訴することは当時は難しかったでしょう。

談合をやっていないなら、沖電気は抗議すべきでは？

沖電気は、談合などしていないと主張しています。それなら、社内調査の結果をもって他の入札参加社とともに「大分県警の取調べは違法だ」と訴えることが先だと思います。厳しい取調べを受け虚偽の証言を強制された10人の無実と電気通信業界の潔白を明らかにすることが重要なのではないですか？　捜査機関が冤罪を生むような取調べをしていることを社会に知らせ、社員の名誉を回復することも、企業に課せられた社会的責任と思いますが、いかが？　もちろん、原告は沖電気が組織的に談合していると信じているので、皮肉をこめて提案しています。

一昨年末、防衛施設庁長官が「建築、土木、設備、通信の全分野で官製談合が行われていた」と陳謝しました。防衛に関係が深いレーダーなど沖電気の得意分野では？　沖電気は、防衛省（防衛施設庁）の工事をどれくらい受注しているのか、そのうち談合なしでどれだけ受注したか、入札結果を公開して説明してください。

　昨年９月の意見のP８で、以下のように沖電気に質問しました。回答してくださいませんか？

でも、後述のとおり、最近、談合がやりにくくなっているようですが……。

防衛施設庁の長官が「50年代半ば以降、一定の金額以上」の工事で官製談合を認めました。沖電気が、どのくらい指名されたのか、どのくらい受注したのか、最近のものを教えてください。入札結果表で談合の有無が推測できます。

経団連、奥田会長（当時）は「談合は日本の文化」と語っています。沖電気は経団連の会員でしょう？　過去・現在とも談合をやっていないなら、沖電気の名誉にかけて、防衛大臣（防衛施設庁長官）や経団連会長にも、抗議するべきではありませんか？　

沖電気は社内調査結果を堂々と公表すべき

控訴理由書P33。沖電気が補助参加した後、原告および代理人が沖電気の社内調査の資料を請求しましたが、沖電気はなかなか出しませんでした。社内調査報告は同6月にやっと提出されました。　

贈収賄事件の後、沖電気はきちんと調査して真実を明らかにし立派な報告書（H15年11月付）を作成していました。住民監査請求時の調査報告書（H17年６月付）も提訴のすぐ後にはできていました。事務員がコピーを取る手間だけですぐに提出できたはずなのに、なぜすぐに出せなかったのでしょうか。しかも同じ頃、株主総会で株主から要請があっても説明しませんでした。

なにか不都合でもあったのかと勘ぐってしまいます。

参考までに、以下は、06年6月の沖電気株主総会での、株主の質問と社長の回答です。

「８５番の田中です。（中略）次に談合について。

皆さんご承知のように、旧湯布院町防災無線工事について沖電気が談合を行い、現在の由布市が損害を被ったとして、市民オンブズマンが裁判を起こしています。

沖電気はこの裁判に補助参加人として関わっており、今、談合の有無が裁判の争点になっています。すでに旧湯布院町の監査委員会は、沖電気が談合を行ったという事実を認めています。

それ以前に、この工事の贈賄事件で有罪判決が確定した沖電気の社員、それも沖電気の九州副支社長　公共システム事業センター統括マネージャーという重要なポストの社員が、沖は談合を続けてきた、この工事も談合したと自白しています。更に富士通　東芝　等４社の 社員も、これを裏付ける自白をしており、それを裏付ける書類までそろっている。

沖電気は裁判の中で社員が警察から無理な自白を迫られて、ありもしない事実を自白したと主張しているようだが、そんな主張が通用すると思うのか。

そこで質問ですが。まず、この談合の有無について、どのような社内調査をしたか、調査の結果を報告して欲しい。それから、「警察が起訴しなかったのだから談合はなかった」と主張しているようだが、警察が作った書類は全て談合があったことを示しているのだから、それにも関わらず起訴しないということは、かえって警察と沖電気の違法な癒着が疑われ、新たなスキャンダルに発展し兼ねない。

そこで、警察の供述調書に書かれている、談合をやったという、自白、事実の訂正を警察に求めなくてはならないと思うが、どうか。また、他社の社員も談合があったと自白しているのだから、彼らに対しても、自白の撤回を求めなければ、沖電気への名誉毀損、営業妨害、となるがどうするつもりか説明して欲しい。

この件は沖電気の存亡に関わりますから　納得行く回答が無い場合は質問を続けます。」

社長答弁

「……湯布院のご質問ございましたが、その内容、残念ながら、それぞれ目的外事項でございます。回答は（ひかえさせて頂きます。）」
沖電気の主張どおりなら、指名はずしの画策は必要ないはず

役場職員が「最も熱心に営業してきた」という松下も、業界のルールは承知でしょう。仮に松下が湯布院町でルールを守らず競争しようとしても、沖電気の主張のとおりなら、松下の入札額が沖電気より高くなって落札できないか、納期に間に合わなくてそもそも札を入れられないか、どっちかです。採算度外視で「ダンピング」して落札しても、結局、富士通のようになって、町は沖電気と契約し直すんでしょう？

いずれにしても、間違いなく沖電気が受注できるわけです。堂々と争えばよかったのではないですか？　松下・ＮＥＣを指名からはずすよう画策したのは何のためだったのですか？

乙56号証　インフォメーションネット九州　江藤　P８～13
　「……中島さんからは『松下やＮＥＣはダンピングしてくるから外してほしい』と何回か頼まれていました」

　「ＮＥＣと松下を外した、沖電気や東芝を含む6社くらいの業者名が書かれたメモ紙を渡され『これがうちの指名の組み合わせの希望です。よろしくお願いします』とお願いされました。」

乙60号証　同　P19～22　

「吉村町長に対して、中島さんから入手した先の松下にかかる新聞記事のコピーを手渡し、『これが松下の一番新しい事件の記事です』……『ああ、沖さんが持ってきてくれたんですわ』と教えてやりました」

由布市役所湯布院庁舎で、松下が独自に調査したという回線検討書を閲覧しました。素人が見る限り、ダゴ通信・電気興業の電波実験報告書に比べると実に詳細でした。（甲1１号証俵谷さんの資料のP76によると、実際には沖電気が調査したらしい）　供述調書からNECの姿は見えませんが、松下が熱心に営業し受注を狙っていたことは間違いありません。

松下が入札に参加すれば、業界のルールが働かず（談合できない）、沖電気は入札額を大きく下げなければ落札できない可能性が高くなります。湯布院は視察適地で、沖電気は宣伝効果をみこんで受注したかったようです（乙39号証　P15）。しかも、談合して利益をあげたい。そのためには、どうしても松下が邪魔になります。

町長や指名委員会が、東芝や沖電気の工作に乗らずに通信業界主要８社全てを指名していたら、沖電気と松下の争いはどうなったでしょう。当時の町では最低制限価格はありません。今となっては想像するしかありませんが……。

受注できない（しない）のに入札に参加するのは、「談合」そのもの
控訴理由書P9、「詳細な仕様が決定された後になされる入札においては、価格競争が行われる余地はないのである」とはどういうこと？　そのとおりなら、なぜ競争入札の必要があるのですか？

確かに、地方自治法で130万円以上の契約は原則として入札によることになっています。それは、契約したい業者が複数いて、価格等の競争によってより実態に近い低い価格で契約できて、税金を節約する（＝他のサービスの経費を生み出せる）ことができるからです。

原告からみれば、防災無線業界は「暗黙のル－ル（広義の談合＝不当な取引制限）があって、落札業者と予定価格が決まっているから、競争の起こりようがない」ということ……。こんな入札には、なんの存在意義もありません。

以下は、証人調書P5～10からです。

「入札価格は、原価ではなく“お客様の予算”を基準に決められる。」

「他社の仕様が採用されてしまったメーカーは落札を断念するが、辞退はせず、落札してしまわないように気をつけながら入札に参加する。」

落札を断念したのに、なぜ「気をつけて」まで入札に参加する必要があるのでしょう。沖電気は「……自らの仕様が採用されなかった業者としても、各地方公共団体が法律的な体裁を整えることに協力せざるを得ないことから、……」と言っています。競争入札に基づいて契約した（＝公正な契約だ）というお墨付きを、発注自治体が必要としているからです。

でも、もっと大事な目的があります。それは「チャンピオンになった会社がなるべく高い額で落札できるよう協力する」こと。自社が裏の営業に成功して仕様が採用されたとき、高い率で落札し多くの利益を得るのに協力して貰うためです。業界の「共存共栄」のためです。

このような入札は「談合（カルテル）」そのもの。防災無線業界の実態は、独占禁止法が規定する「不当な取引制限」にあたります。

電気通信業界の「暗黙のルール」が、独占禁止法が規定する「不当な取引制限」にあたることは明白です。以下は、「入札談合の防止に向けて」のP4からです。

事業者が商品やサービスの販売価格、生産数量などを話し合って決める行為は、価格をつり上げるなど、買手である相手方に対して不利益を与え、また、非効率な企業を温存し、事業活動を停滞させるなどの弊害をもたらすので、独占禁止法で禁止されています。

具体的には、独占禁止法は、「不当な取引制限」として、①事業者がお互いに連絡を取り合って、②本来個々の事業者がそれぞれ自主的に判断して決めるべき事項（価格、数量、受注予定者など）を共同して決定し、③市場において有効な競争が行われないような状態をもたらすことを禁止しています。不当な取引制限は、通常、カルテルと呼ばれており、入札談合もそのひとつです。

なお、「共同して決定し」というのは、事業者間に何らかの合意や了解が成立し、それに皆が従うものと思ってそれぞれ同一行動に出ることをいいます。したがって、制裁の伴わない紳士協定はもちろん、明白な協定という形をとらない口頭の約束や暗黙の了解でもカルテルに該当します。

沖電気が主張している防災無線業界の受注の実態は、これにあてはまると考えます。

防災無線業界に『慣例』は存在する

沖電気は、「本件入札参加業者に『慣例』等は存在しない」（控訴理由書P30、P34）、「（仕様を採用されなかった業者が）自主的な判断によって落札を断念したに過ぎない」（最終準備書面Ｐ２）と言います。

それはそのとおりとしても、辞退しないで

「落札を断念した業者は、自主的に推測される予定価格より若干高い金額で応札し、自社の仕様が採用された業者は、推測される予定価格よりも若干低い値段で応札し落札することになる」（控訴理由書P9）

のでしょう？　これを「慣例」と言わないんですか？

同P９では「……わざわざ談合を行う必要性は全くない。……あらかじめ基本合意を定め談合によって平等に工事を配分することは不可能である」と言います。確かに、沖電気が言うように、道路工事では「発注者がどのような発注をしようと、いずれの入札参加業者でも対応できる」から「平等に工事を配分」するような談合が可能になります（同P7）。

落札業者が特定されるような仕様による発注が行われる寡占業界では、当然のことながら、談合のありようは大小の業者がひしめく道路工事業界と同じではありません。この意見のＰ２が、“防災無線業界の談合のありよう”です。

入札額は、なぜ「ぎりぎり予定価格を上回らない額」なのか？

沖電気は「……本件入札指名業者であった三菱電機が入札を辞退した理由を説明しているが、自社製品にない仕様があると納期に間に合わず、入札を断念せざるを得ないのである」（控訴理由書P3～4）と言います。三菱電機は「自主的な判断によって落札を断念」したから辞退したのでしょう。市民の常識にしっくりきます。それなのに、他の４社は、落札できないとわかっている入札になぜ辞退せずにわざわざ参加したのか？　しかも「気をつけて」「予定価格より若干高いと思われる額」で。

そこで同P８。沖電気は「仕様が採用された業者に残されたハードルは、入札予定価格を上回らないという一点となる」と。なぜ、「損失が出ない『工事原価プラス10％』以上」でなく「ぎりぎり入札予定価格を上回らない額」なのでしょうか？

最初の意見で述べたように、予定価格が工事原価の実態とかけ離れた高い額になっているため、大きな利益が業者に転がり込むようになっています。寡占状態にある電気通信業界の場合、予定価格が業者の見積もりで決められることが問題なのです。業界各社の「共存共栄」のため、見積り額は実際の工事原価よりかなり高めになっていると考えられます。

甲８号証の８資料④「システム原価見積仕様書」と、湯布院町が依頼した「機器見積」とを比較すれば、はっきりとわかります。

土木建築業界も同様です。公共工事の建設資材等の価格調査を行う（財）建設物価調査会と業界との癒着が指摘されていますが、マスコミはほとんど取り上げていません。
汚水処理・焼却炉業界の談合摘発を受けて、「値合わせ」対策として、地方自治体職員が知識を持たない分野は国が価格の基準を出すことにしたそうです。まあ、国が基準を……といっても建設物価調査会の例もあるし、効果があがるのか……が原告の思い。それでも一定の歯止めにはなるでしょう。

電気通信業界も地方自治体職員が知識を持たない分野で、「業界の言い値」という点は同じだと思います。

「業界の言い値」……予定価格の決め方・決まり方

地裁で沖電気の質問に大谷さんはこう証言しています。（証人調書P8～）

代理人　「落札を断念しているメーカーというのは、その予定価格より若干高い金額で入札するということになるんですかね」

大谷　　「そうですね。……」

代理人　「予定価格を推測するということは簡単なんでしょうか、難しいんでしょうか、……」

大谷　　「簡単です。高い精度で推測できるというふうに、自信といいますか、自負は持っております」

続いて、大谷さんは「防災無線はもう何十年も続いた事業なので、システムの規模が決まれば、役所が予定価格をいくらにするかはどのメーカーの担当者もわかる」とも言っています。

沖電気代理人の質問には、大谷さんは落ち着いてはっきりと答えていました。事実そのままだからでしょう。しかし、原告代理人の質問には歯切れが悪く、特にダゴ通信に払った工事・調査費の使途、業務日誌等を廃棄した理由などについてはしどろもどろでした。

大谷さんはきっと真面目な営業マンだったのでしょう。地裁での裁判官とのやり取りを聞いて、定年を目前にしての大谷さんの退職はこの訴訟も原因のひとつではないか、という気がしてならず、大谷さんに申し訳ない思いを今も抱えています。

ところが控訴理由書P28、P34で、沖電気は「大谷は『予定価格』そのものを知らないことから『限りなく近い金額』に近づくことなどできなかった」といいだしました。確かに、1円単位でそのものはわからないでしょう。でも、億の工事で十万単位の誤差でわかるんでしょう？　湯布院では、大谷さんの推測とダゴ通信からの情報とは同じ額。落札を確実にするため、大谷さんは50万円引いて2億4950万円で札を入れました。（甲８号証の８　P16）

それで、地裁でのやりとり。（原告は、沖電気が打ち合わせ済みで大谷さんを証人申請したと思っています）

由布市代理人　「何を基準に応札額を決めるかということを知りたいんです」

大谷　　　　　「……お客様の予算ですね。……」

　　　　　　　「……積算が3億ですから、3億でお買い上げいただければメーカーとしては非常にありがたいんですけれども、……」

町の予算や値引き（防衛庁補助事業は15％）を勘案して、原価を下回らないことを確認して、現場の担当者の判断で入札額が決まるそうです。

沖電気の主張は、いったいどっち？

東芝のコンサル、古山氏は「2億9000万円の85％で入れるよう」東芝のくどん氏に伝えました。計算すると2億4650万円。沖電気の札にあたらずとも遠からず。実施設計業者と繋がっていなくても、こんなに簡単にわかるのです（甲９号証の２　P30）。

それもこれも、元になる設計金額が、同じ業界の見積によって決められるからです。2億9000万円は「当初予算分＋増額分の工事請負費」。ちょっと調べれば誰でも知ることができる数字です（甲５号証　P4～6）。

機器見積（入札価格）に含まれる「裏の営業」経費
控訴理由書Ｐ17。「補助参加人の社内基準に基づいて、本件工事において見積もるべき販売費や利益額が公開されてしまうと……今後の入札における補助参加人の応札額が容易に推測されてしまい、補助参加人の今後の企業経営に重大な支障をきたす恐れがある」そうです。

沖電気の応札額は、予定価格より若干高いか若干低いかしかないんでしょう？　それを推測されてどんな重大な支障があるのかしら？

入札判定会議で「工事原価＋10％」（約1億6500万円）で応札可能という判断がでていますが、沖電気はそれを大きく上回る2億4950万円で札を入れました。差額、約8500万円の説明がつかないことが「重大な支障」なのではないかと原告は考えます。

「松下とＮＥＣは独自の判断で入札することがあり、予定価格の半値近いこともある」そうです。叩きあいになった例外的な場合でしょう。沖電気の入札判定会議の「工事原価＋10％」は、湯布院の予算約3億円に対してちょうど「半値近い」です。

今年4月26日の毎日新聞の要約です。

汚水処理施設業界の談合は、11社が独占禁止法違反（不当な取引制限）の罪で起訴された。そのうちの１社「荏原製作所」では、大阪府阪南市の汚水処理施設建設工事受注を巡って贈収賄事件が発覚している。その後の税務調査で、下請け工事代金を水増ししてブローカーに渡した約7800万円（1億1000万円のうち既支払い分）のリベートが経費でなく悪質な所得隠しにあたると認定された。

沖電気というか、防災無線業界もきっと同じに違いないと原告は思っています。「販売額」と工事原価の大きなギャップのかなりの部分が、表に向かって大きな声では言えない経費になり利益になっているのでしょう。

業界見積による予定価格（「お客様の予算」）と実際の工事原価との差額が、談合によって落札業者に転がり込んできます。共存共栄たる所以です。一方、競争があれば（談合がなければ）落札価格は実際の工事原価に近くなります。住民サービスの貴重な財源が無駄に使われずにすむのです。

入札判定委員会の「10％＋α」と、控訴理由書の「社内基準」と、合わない……

控訴理由書P17によると、沖電気の「社内基準」では、販売費が約4923万円。営業外費用が434万円。合計を「一般管理費」とみなすと5357万円。工事原価の36％にあたります。沖電気の入札判定委員会の「工事原価に10％乗せた額以上なら入札可能」との整合性は？

町の積算書の一般管理費がちょうど工事原価の10％。沖電気が挙げた費目のうち、町の「一般管理費」に含まれていないのは株主配当だけです。株主配当は、経常利益から払われるから納得。

湯布院町の積算によると、一般管理費が1580万円、現場管理費が825万円です。沖電気の「一般管理費」は、ただでさえ「おいしい」（＝実態より高額）といわれる公共工事の（一般管理費＋現場管理費）のさらに２倍以上！！　しかもご丁寧に、アフターサービス保証のため「将来のメンテナンス費用＝10年以上の経営を維持する費用」までも見込んでくれています。

それなのに平成13年度は赤字でした。「社内基準」は「極めて高度な企業秘密」だそうですから、原告の頭では理解できなくて当たり前なんでしょうか？ 原告は、談合の弊害のひとつ「非効率な企業を温存し……」の証ではないかと……。先の荏原製作所も、税法上の赤字法人で追徴課税は発生しないんだそうです。

さて、甲８号証の８　Ｐ16。「湯布院町の防災無線工事については、1億円以上の利益が見込まれたことから……入札金額は現地の判断、つまり私の判断に任されましたので、……」からは、下線部が1億円と読み取れます。

工事原価＋一般管理費＋現場管理費＋裏の営業経費（ダゴ通信ほか）＋利益

　＝　入札価格（予定価格）

149,250　＋　100,250（約1億）＝　249,500　（単位・千円）

ということは、一般管理費の1580万円も工事原価に含まれているようです。「ＦＣ」が純粋な工事費用と考えると、「送価」との差額2429万円がちょうど積算基準の（一般管理費＋現場管理費）に相当します。　

こう考えれば、「例外的に競争となった入札や価格競争が厳しい民間の工事を『工事原価に10％乗せた額』で受注」しても、しっかり経費をまかなってなお利益もあるわけで、無理なく説明がつきます。

　「談合がなければ落札率65～70％」は通信業界でも本当らしい。
以下は、新聞記事（日付？？）からの要約です。

　防衛施設庁発注の空調工事を巡る官製談合事件で、大手空調メーカーの営業担当幹部が「談合しなければ落札率（予定価格に占める落札額の割合）は70％程度になる」と周辺に話していることが分かった。…………東京地検特捜部も、空調メーカー側から同様の証言を得ており、…………関係者によると、空調業界の公共工事の入札は、同庁発注工事以外では受注調整が成立しないケースがあった。こうした入札は「たたき合い」と呼ばれ、ある大手メーカーの営業担当幹部は周辺に「落札率は65～70％になった」と話している。
ところが、00年度以降の平均落札率が94.24％と、同庁発注工事の場合、ほとんどで談合が成立した。４９件の落札額の総額は145億4760万円で、落札率が70％だった場合の約108億円との差額である約37億円は、談合によってメーカー側が得た不正利得となる。

昨年、大分県や長野県の防災担当からの情報（一部、防衛補助事業）で調べた入札は、湯布院より少し後の時期が多く、ほとんどが談合と思われる結果でした。

今年、防衛施設庁からの情報（全部、防衛補助事業）で調べなおしてみたら、最近のものがわかり、設計は指名競争入札でも工事は一般競争入札とする自治体が増え、競争が起きている入札が多いことがわかりました。でも、H15頃の分は、ほとんどと言っていいほど談合です。

インターネットでわかった最近の４件の入札のうち２件を沖電気が52％、68％で落札しています。沖電気の主張どおりなら大赤字間違いなしで、こんな額で札をいれることはできないはずですが？？

防衛補助事業は、材料や仕様など基準が高いため、一般の工事より高めの額で設計されるようです。湯布院の場合、予定価格の元になる設計価格は防衛施設庁のリードで決定されていて、他の自治体もたぶん同じ。つまり、予定価格は同じ基準で決められていて自治体間で大きなばらつきがおきるとは考えにくく、落札率と落札業者の利益率との間に相関があると言ってよいでしょう。

防衛庁の空調の「談合しなければ落札率65～70％」は通信業界でも当てはまると言えます。80％を超える分が談合による不当な利益、という原告の主張はむしろ控えめなくらいです。

最近の防災無線工事では、談合ができなくなった？

ネットでわかった4件はいずれも一般競争入札で、松下と沖が2件ずつ分け合っています。落札率は60、58、68、52％。情報公開請求した高島市は指名競争入札です。最低制限価格（76％）が事前公表されていて4社がその価格を入れ抽選となりました。最低制限価格がもっと低ければ各社はその額を入れていたはずです。

原告が調べた限り（少なくとも防衛補助の）防災無線事業は予定価格の６～7割で受注しても十分採算がとれるレベルにあると結論付けても構わないと考えます。税金を使う住民サービスを請け負う以上、価格と品質をもって競争すべき話で、そうなれば、談合はもちろん、「裏の営業」で仕事をとるやり方が成り立たなくなることは明白です。

呉市に電話をしてみました。周辺８町と合併後、旧呉市域に防災無線放送を新規に整備するにあたり、次のような方法をとったそうです。

民間設計業者はメーカーと繋がっていることが多いので、(財)日本消防設計安全センターと随意契約しどのメーカーも対応できる仕様としました。旧８町は沖電気を含む４社で施工年度もシステムも異なるため、これらと相互乗り入れできる仕組みも含めて発注しました。工事は一般競争入札で主要８社が応募し、70％前後をめぐる競争となり、６.6億円の予定価格に対して1000円の差で沖電気が東芝に競り勝ちました。失格基準が運用されていて、基準額は教えてもらえませんでしたが、沖電気と東芝が札を入れた68％に近い額だったと思われます。

最低制限価格などは一定の品質を保つための線引きなので、工程や仕入れを工夫してちゃんと利益も得られる程度の額に設定されていると考えてよいはずです。調査基準価格を採用する自治体もあり、各務原市は50％、周防大島町は50～55％。防災無線業界で「ダンピング」とはこれを下回る場合でしょう……。

原告は、談合がしにくい自治体の平均落札率80％を不当な利益を算出する基準としました。談合が成立した工事と成立しなかった工事とを平均して80％ですから、談合がない入札は80％より低いのがほとんどです。湯布院の落札率97.56％が談合によることは、供述調書はもちろん、入札結果からも明らかです。

担当者が決裁した営業支援費は、沖電気という組織が支払ったもの

控訴理由書P20。話し合いができるメンバーセットのためにインフォメーションネット九州に支払った1575万円（甲８号証の８　資料⑦）は「正当な経費としての支出であると認識していたもの」だそうでです。ダゴ通信への（2000万円＋税）も、稟議書が証拠提出されました。

決裁した有永さんは、公共システム事業センターのゼネラルマネージャで、全国の公共営業の実質的な統括責任者でした。これらの支払いは会社として組織的に行っているものです。当然、社長に使用者責任があり、法人組織の責任が問われなければおかしいです。

「営業支援費」が賄賂に使われることがよくあるのは、取調べを受けた皆が認識していることで、世間の常識でもあります。こんなものをなぜ貴重な住民サービスのための税金で支払わねばならないのか！　沖電気の「正当な営業活動」の認識を疑います。

営業支援費あるいは販売手数料という名の仕組みは他の会社にもあります。例えば、甲９号証の１　P７、東芝の「口銭規定」。　

富士通の小山さんの言葉を借りてみましょう。「私方沖電気株式会社は、贈賄が絶対に禁止、となっています。しかし、有利に受注したり障害を排除するための贈賄は、なくてはならないものであります。……会社にキズがつくというもので、協力業者に営業支援費として渡して私方のかわりにやってもらっているのは、簡単に言えば、責任を回避するための策になると思います」となります。

沖電気の丙16号証、特別支払稟議書の「販売手数料」は「一緒に営業活動をやろうというふうな経費」で工事費に上乗せするはずでしたが、ダゴ通信側の事情でできなくなったので現地調査費として払われたものです。（証人調書P46、甲８号証の８　P30）（乙38号証　P45～48）。　

この証拠にはいくつかの疑問点があり、原告は、裁判のために作られたのではないかと推測します。大谷さんは、逮捕の第一報で、証拠書類を廃棄・改ざんしたと言っています（甲８号証の８　Ｐ31ほか）。この取引は「裏の営業」にあたり、廃棄・改ざんの対象だったと思います。それが残っているとは？？　

また、事実だとしても「特払いの理由」によると「この2000万円は実費の費用弁償で、マージンは別」と読めます。残りの2800万円は払っていないという証拠にはなりません。

沖電気がダゴ通信と協働して湯布院の防災無線工事を受注すべく営業してきたことは間違いありません。首尾よく設計が自社仕様となり、そのダゴへの手数料が4800万円＋税。

あとは、邪魔な松下（ＮＥＣも？）を排除し、自社を入れた「話し合い」ができる業者だけを指名してもらわなければなりません。その費用が、インフォメーションネットへの1500万円。

談合で落札できれば、これらの費用を回収してさらに利益をあげることができるのです。

沖電気が、ダゴ通信に払った5040万円の使途を説明しない理由

以下は全く原告の想像です。でも、世間の常識・市民感覚でいくと、まんざらなさそうな話でもないと思っています。

工事完成検査が平成13年12月初め。この前後から翌年夏にかけて、防災無線・し尿処理場の不正疑惑をめぐって、怪文書がでたり、住民から陳情・質問状が出されたり、町議会で議題になるなどしました。助役が議会で「衛藤代議士の秘書から『沖電気に決まったか』などと聞かれたことはない」と虚偽の答弁をしています。（甲８号証の５　Ｐ６～８）

この事業は３╱４が防衛補助で、このようなときの「天の声」は発注自治体より補助した機関（大臣、代議士）の方が大きいそうです（甲８号証の８　P12、他）。今は世間の常識でもあります。

贈収賄事件のときの取調べで大谷さんが自分から話すとは考えにくいです。県警がお金の動きをつかんでいて聞いたのでしょう。5000万円のうちの何がしかが、電気興業や地元代議士（もと防衛庁長官）や町長にも渡ったのではないかと考えます。発注当時の疑惑対策にも使われたかもしれません。

沖電気落札に「何らかの力が作用」した？

以下は、贈収賄事件の第3回公判からです。

206 それと、最後に1点、本件の防災通信工事か、これは防衛庁の関連事業になってくるわけですか。

関連というか、事業は飽くまでも行政の町づくりの中での防災事業です。その事業を防衛庁の補助事業でやろうと。

207 補助事業でやるという、そういう意味での関連ですね。

はい

208 それで、指名業者としては６社決まりましたね。

はい

209 それで、１社辞退しましたね。

そうですね

210 調書を見るとそうなってるみたいです。その５社の中で最終的に沖電気が業者として決まりましたね。

結果はですね。

211 これに対して、町長である吉村さん自身が働きかけたことはありますか。

全くありません。

212 それはないですね。

はい

213 そうすると、沖電気に決まったというのは、業者間の談合があったかどうかはさておいて、そこの沖電気に決まることについて、何らかの力が作用したかどうかについては、何かわかりますか。

私がですか

214 あなたじゃないわ。あなたがしてないことは証拠で明白だから。

そういうようなことは私は覚えてません。全く知りません。

215 分からないんですか。

はい。

216 そうすると、たとえあなた方が何らかの配慮をしても沖電気工業が業者になるかならないかは、これははっきりは分からなかったと、こういうことになりますか。

全く関知してませんから分かりません。

「沖電気工業が業者になることに何らかの力が作用したのでは」という言葉に、当時の検察が何を追っていたのか想像することができます。少なくとも、町長が天の声を出して沖電気が落札したのではないことはわかります。「あなたじゃないわ。あなたがしてないことは証拠で明白だから。」に集約されています。

では、なぜ「何らかの力」は起訴されなかったのか？「証拠で明白」になっていたのに？

原告は、証拠不十分で不起訴かと考えていましたが……。でも、ここから先は、この住民訴訟の範疇ではないと思いますので、深入りしません。

「沖電気工業が業者になる」ことにどんな「何らかの力が作用した」のか、真相は原告にはわかりません。しかし、この工事で「談合」すなわち「不当な取引制限による入札」が行われ、公正な競争が阻害されて住民の貴重な税金が無駄に使われたことは間違いありません。

市は、告発義務を果たして！　入札改革をして！

提訴から１年もたって、市からＨ17年4月26日付の伺いと担当者の陳述書とが提出されました。「入札談合疑いの通報について」（Ｈ17年5月2日付）といっしょに、答弁書と同時に提出してほしかったです。

伺いによると、Ｈ17年4月13日、顧問弁護士および県と相談して、監査請求人の質問状への回答に助言をもらい、独占禁止法を入手し、「公取委に談合の疑いを通知し、審決を待って、損害賠償請求訴訟を提起する」と態度を決めたようです。入札参加各社の担当者が口をそろえて「談合しました」と言っているのに、町は「供述調書では判断がつかない」そうです。「不知」はともかく「または争う」「棄却を求める」という答弁書がでたのはなぜでしょう。

公務員には、犯罪が思料されるだけで告発義務が課せられています。監査請求でも町長への質問状でもお願いしました。地裁で談合が認められました。控訴になっていますが、十分に犯罪が思料される状態です。市は、告発義務を果たさなければならないのではないでしょうか？

損害賠償請求または不当利得返還請求（住民にとってはどっちでもいい話です）とは別の問題です。

ところで、最近の発注で、町村レベルでも、「発注側の工夫で、安くていい仕事をする真面目な業者が落札できるようにすることができる」という原告の主張が実例として見られるようになってきています。

この裁判の結果とは関係なく、由布市は、今まさに現在、安くていい仕事をする真面目な業者が落札できるような発注をしてください。その真面目な業者が、地元業者（納税事業者）だったり、地元住民(納税者)を多数雇用する近隣の業者であれば、原告はなお嬉しいです。
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沖電気の書面・陳述書に対する疑問・意見

【１】地裁の時から述べてきた原告の主張を確認します。

贈収賄事件の冒頭陳述のとおり、電気通信業界には「暗黙のルール」があり、長年にわたってこれに基づいた営業活動や入札が常態となっていました。この「暗黙のルール」は、地方自治法の競争入札の目的を不当に侵害する「カルテル行為＝談合」です。

発注自治体の予定価格は、たいてい、複数の業者見積をもとに決まります。寡占状態の防災無線業界では、原価を大きく上回る額をメーカー希望販売価格として足並みを揃えることが容易です。
湯布院町の役場では、松下電器と東芝とが積極的に営業していました。沖電気は電気興業の方に「営業」を行い、その結果、実施設計が終わった段階で沖電気仕様の設計図書ができあがっていました。東芝は「暗黙のルール」による話し合いに応じてくれますが、松下はルールに従わないことがあります。そこで、落札を確実にするため、沖電気は江藤氏を介して町長に、松下・ＮＥＣを除いて自社を含む「話し合いができる」６社を指名してもらいました。

現場説明会後、談合の詰めの連絡を担当する課長が、指名された他の会社に電話をしました。他社は、沖電気が落札することを承諾し、課長が提示した額に少し上積みした額を札に書きました。各社自らが算出して「予定価格を少し上回る額」を書いたのではありません。

こうして沖電気は97％余という高率で落札し、不当に多額の利益を得ることに成功したのです。

先進的に入札改革に取り組む自治体の平均落札率は約８割。そこで、８割を上回る分が（設計業者をもまきこんだ業界ぐるみの）「公正な競争を不当に妨害する行為」による沖電気の利益とみなしました。談合（これに類する違法行為）がなかった場合の落札率としては、十分な合理性があると考えます。湯布院の場合、沖電気の工事原価は予定価格の約６割です。まっとうな営業活動をしている限り、億単位の工事が落札率80％で採算が取れないとは考えられません。

町については、贈収賄事件の報道（地元紙）で、談合を知ることができました。少なくとも思料できたはずですが、公務員に義務付けられた告発などはしていません。

由布市は地裁判決をうけてもなお弁解・保身に終始しているとしか思えません。市長は、選挙で選ばれた地方自治体の特別職公務員として、この入札で「住民から預かった貴重な財産を不当に奪われた」ことを自らの判断で認め、不当に吊り上げられた分を住民の手に取り返す、という責任をまっとうしていただきたいと思います。

【２】沖電気が答えていない事柄について、確認します

①社内調査報告書提出が遅れたこと

原告側の求めに対して内藤弁護士は「調査に関わったが、報告書のことは知らない」と大分地裁でお答えになり、１年後にやっと提出されました。

今年６月の株主総会で、「談合の有無についてどのような社内調査をしたか、再度聞きます」という株主の質問に、沖電気は、去年同様「目的事項ではない」と答えませんでした。

株式会社の最高の意思決定の場である株主総会において株主に説明できないような社内調査報告書を、証拠として採用することはできないと思います。

②大分県警の捜査への抗議

沖電気の言い分を平たく言えば、談合したというでっち上げ調書を作成されたことがもとで住民訴訟を起こされたわけです。なぜ、大分県警に抗議しないのですか？

　調書がでっち上げなら、原告の提訴は根拠を失ってしまいます。沖電気としても、控訴なんかするよりそっちが先ではないですか？　県警に抗議しない（できない）のは、調書の内容がでっち上げなんかでなく事実だからでしょう。

③防衛省工事の受注実績、

昨年9月の意見に書いた防衛省のH16年度。　1年近く経ったので１７年度も、受注した工事名を教えてください。落札率はいかほどでしたか？防衛補助の防災無線工事と同じように、最近は落札率が低くなっていませんか？独禁法を遵守しているという沖電気さんですから、堂々と教えてくださることを期待しています。

④沖電気の「社内基準」

「社内基準」によると販売費や営業外費用が工事原価の36％にもなります。入札判定委員会の「工事原価に10％乗せた額以上なら入札可能」との整合性は？　でも、コンサルティング費用（電気興業への協力？）や販売手数料（ダゴ通信・江藤氏）を含めてのことなら、わからないでもないです。（竹内　P12）

【３】沖電気の反論に対し、重ねて原告の意見を述べ、【１】を補足します。

仕様書で落札業者が決まった後の入札は「茶番」

Ｐ２。　沖電気が繰り返し主張している「設計に採用された業者が落札することに事実上決定される」ことは、業界の「暗黙のルール」であり「不当な取引制限（談合）」にあたります。

P１１　（５）で「どのメーカーにとっても仕様面において落札の可能性があれば、価格面による競争が行われる」と、沖電気自身が認めています。仕様書に織り込まれた「暗黙のルール」の巧妙さは、業界関係者には不思議でもなんでもないのでしょうが、裁判を始めた頃の私を含め、発注自治体職員は知る由もありません。

建設業界の談合と電気通信業界の談合とを一緒にしてはいけない理由がここにあります。

仕様書次第で落札業者が、優位どころか「事実上決定され、業者間での競争の余地が無くなる」のであれば、指名後の入札は「茶番」そのものです。地方自治法に基づく公正・透明であるべき競争入札において、入札妨害が公然と行われているに等しいと言えます。

　P６。「談合という言葉より、不法行為となる行為が存在したのかどうかが問題」と沖電気が言うとおり、不法行為が歴然と存在します。

自治体の委託を受けて実施設計をしているはずの設計会社に取り入ったり、発注元自治体の首長や補助元の国の議員などに天の声を出してもらったりして、仕様決定に介入し競争入札の前に事実上の落札者となる行為は「故意または過失による法益侵害行為」ではないのですか？

仕様書で落札業者を決めるのは誰か

富士通、小山さんの調書（甲８号証の９　項目6～）に業界の談合ルールが簡潔に述べられています。沖電気の書面（H19.7.20）および竹内さんの陳述書（H19.5.28）は、仕様書に関してその詳細説明といってもいいくらいです。

P２～。「発注者の仕様が決定されることによって……」落札する業者を決めるのはいったい誰ですか？　実施設計を委託された設計会社がいわゆる「汗かきルール」で決めるのか。発注元の首長や補助元の代議士などの「天の声」が決めるのか。その両方か。

P3。「自社製品の特徴が当該自治体にとって最も相応しいことを説明し訴えることが、正当な通常の営業活動に他ならない」と沖電気も認めています。しかし、沖電気からそのような営業活動が行われた事実は、役場職員の記憶にありません。調書を読む限り、町長も職員も、設計図書が沖仕様だったという認識もありません。控訴後、湯布院町当時の担当職員に話を聞きましたが、竹内さんの言う「コンサル会社が選択肢を選定して、地方自治体と話し合って選ぶ」ような場面もなかったようです。

百歩譲って「自治体の代わりに設計会社に自社製品の特徴を説明し訴える営業も競争のうち」と考えても、電気興業に「アタック」した他の会社は「門前払い」「取り合ってもらえない」状態でした。

防災無線業界では、保守管理や追加工事は「暗黙のルール」で本体工事業者がとることになっていて、談合の旨味は本体工事にとどまりません。仕様決定段階で必死に営業するのは当然で、そのためには裏の営業がまかり通るのも当たり前です。

発注する自治体は、設計会社から提示された図面は指名したどの業者も対応できる内容になっていると信じています。だから競争入札するのです。特定の業者しか対応できない内容になっているなど夢にも思っていません。コンサル会社をまきこんで業界ぐるみで、専門知識のない自治体職員を煙に巻いて、公正な入札が行われたと思わせているのでしょう。

仕様書で落札業者を事実上決定するのは、ごみ焼却・汚水処理業界と同じです。この談合摘発では、「設計会社に社員を派遣・図面作成を代理・金銭提供などを行なって、仕様書作成の貢献度で落札業者を決める一方、示し合わせて実際より高い額の見積りを発注自治体に出して不当に利益を得ていた」ことが、住民の知るところとなりました。

落札できないとわかっていて入札に参加する「経済合理性」

Ｐ４～５。仕様に採用されず受注を断念した業者が入札を辞退しないのは「次の入札機会に指名されなくなることを心配」……鬼が笑います！　防災無線は一度設置すれば次の全面更新工事は１５年くらい先。毎年何度も指名の機会がある建設業界とは事情が違います。苦し紛れの言い訳にしか思えません。

竹内さんの陳述書P6。　「入札には参加しながら、何とか落札を避ける方向で応札を考える……」という業界の慣行は「談合」そのものです。「事実上、落札できないことが決定した」業者が辞退しないのは、「茶番」となってしまった入札に競争性を装うためであり、業界のもちつもたれつの関係を維持するためです。この意味では建設業界の談合と同じです。

後述の鉾田市の事例でわかるように、メーカーに限定せず工事業者も交えた一般競争入札なら少しの業者しか参加しなくても競争性の問題は起こりません。もっとも、どのメーカーも対応できる仕様なら、天の声でも出されない限りそんなことは起こらないでしょう。

応札は「自社が受注したい」が第一義。贈収賄事件の調書でたびたび出てくる「暗黙の了解」「慣習」「裏の営業」は、指名競争入札制度の中で、談合行為が表にでるのを回避し利益率を上げて各社が共存共栄するため、業界の間で長年にわたって培われてきたものです。住民にとって「落札価格を吊り上げる行為」そのものです。

仕様書に対応可能なメーカー数で、入札結果が変わる

P10。鉾田市では、電気興業が設計しました。公募に応じたのは３社で、そのうち日立は辞退。電話に出た職員は「当時、どうしてこんなに応募が少ないんだろうと皆で不思議がったが、公募なので競争性に問題はないとの事で、そのまま契約した」と。

「設計がＮＥＣしか対応できない内容になっていたからでは？」とたずねたら「？？？」と、何のことか理解できないようでした。実際どうだったのかわかりません。

柏市も一般競争入札です。どのメーカーも対応できる1期目の入札では、Ｓ工事会社が34％というダンピング価格で落札しました。職員の話では「１期目で契約したメーカーに合わせて２期目を設計した」とのことで、2期目は満額と言ってよい落札率です。3期目以降があるのか不明ですが、少なくとも約15年先の全面更新までは自社が優位に立てるという「暗黙のルール」によって1期目のダンピング分を回収できます。だからこのような入札結果になったのでしょう。

各務原市では52.4％（調査基準価格50％、事前公表）でした。呉市では68％ですが、失格基準（非公表）がありました。呉市の場合、周辺８町村と合併していて、今後、これらの更新工事や保守契約などが見込まれるため、沖電気も他社も、なんとしても落札したかったはずです。もし、失格基準がもっと低ければ、落札率は基準に合わせて下がったでしょう。

P11。呉市や各務原市の例で「どのメーカーにとっても仕様面において落札の可能性があれば、価格面における競争が行われる」と沖電気も認めています。裏を返せば「特定のメーカーに対応した設計であれば、価格競争は起きない」ということです。発注自治体職員の知らないところで「事実上落札者を決定」している電気通信業界の「暗黙のルール」は、指名業者間で落札者を決める建設業の談合となんら変わりません。集まったりしないで済む分、悪質・巧妙と言えます。

ただ、仕様書では入札額まで決めることはできませんし、ルール破りが出る可能性もゼロではありません。どうしても入札直前の連絡が必要です。だから、「下っ端」の課長クラスが担当になり、証拠の残らない電話でやり取りしているのです。

松下・ＮＥＣも「暗黙のルール」で共存共栄

P12。取り調べを受けた各社の社員は「松下・ＮＥＣが常に談合しない」など言っていません。「自社が取りたいと思った工事では談合しない」だけです。たいていは業界の「暗黙のルール」に従っていて、自社が取りたいと思わない工事では入札額の打ち合わせ電話に応じて「もちつもたれつ」なのでしょう。原告が調べたH15年頃の松下・ＮＥＣの落札は、業界のルールに従った結果に過ぎません。

湯布院では松下が一番熱心に営業していました。「暗黙のルール」に従ってくれるかどうか……沖電気は相当に危機感をもっていたはずです。ＮＥＣは調書に登場しないので営業活動をしてなかったと思われますが安心もできません。だから、松下・ＮＥＣはずし工作がどうしても必要で、中島さん・有永さんが、入札前に江藤氏に営業支援費を払うことが賄賂になるのを承知のうえで、内規に反して立替払いをしたのです。

Ｐ８。沖仕様になったのはH12年１０月か９月です。（乙46号証　中島　項目４、など）　10月14日、衛藤代議士秘書が「沖電気に決まりましたか」と助役へ質問したことに集約されています。業界のルールでは「発注もとの天の声が一番で、補助事業の場合は補助金もと」だからです。

江藤氏を介した町長への沖電気の依頼は「大手8社のうち、松下・ＮＥＣを除く6社を指名」です。（乙39号証　有永P36など）　江藤氏は工作に成功し、沖電気は残りの報酬1000万円を支払いました。

時系列に矛盾はありません。「特定の競争事業者を外すなどの画策をすることは不要である」という沖電気の主張こそ矛盾しています。社員は、江藤氏への販売手数料（＝首長への賄賂）は「工事を落札するため、①自社を指名してもらう②話し合い（＝談合）できるメンバーにしてもらう」見返りだったと話しています。（乙46号証　中島　項目３など　）

東芝が沖外しを画策していることに対抗するだけなら「大手８社を平等に指名」という当たり前のことをお願いするだけで済んだはずです。新聞記事など要りません。

入札額は、落札決定業者からの連絡で決まる

Ｐ3。　先の意見で述べた次の文章を訂正します。

訂正前

③「落札を断念した業者は、予定価格より若干高い金額で応札し、自社の仕様が採用された業者は、予定価格よりも若干低い値段で応札し落札する」

訂正後

③「自社の仕様が採用された業者は、予想する予定価格よりも若干低い額で応札し、落札を断念した業者は、仕様が採用された落札決定業者から連絡のあった入札額より若干高い額で応札する（予定価格がいくらかを推測する必要はない）」

甲８号証の11　日立　中原　P9　

「沖電気側から示された応札額に色を付けて、私が決めたものに間違いありません」

甲８号証の９　富士通　小山

　「……私方会社において湯布院町の防災無線工事についての積算などは全くしておりません」（項目12）

　「大谷課長から応札金額の指示がありましたから、大分支店の担当者に……円で応札するように連絡をしています」（項目14）

甲９号証の２　東芝　くどん　P33～

　「大谷さんから塩崎宛に……『それでは、2.6以上でお願いします』……これは『自社はそれより低い金額で入札をするので、東芝さんは2.6億円以上で入札してください』という意味であり、……この程度の言葉でピンと来るのです」

甲８号証の10　日本無線　永迫　P8～

　「……工事仕様書を元にして大分営業所で、一応積算をしていると思いますが、具体的な金額は弾き出せなかったようでした。それで私が、大谷さんから指示された金額に……を上乗せしたもっともらしい金額を決め……」

設計図書が公表された時点で「チャンピオン」が決まります。そして、これも「ルール」により、チャンピオンから「○○円で落札する」という確認の電話をかけ、他社が応じます。　こうして、さも公正な「競争入札」が粛々と行われるのです。

沖電気は、電話での連絡・相談が違法だと承知している

Ｐ７。過去の意見で「談合の事実がない」と「談合で排除勧告等を受けたことがない」とは違うと述べました。「談合罪で起訴・有罪処分を受けた」とも違います。沖電気の言い分は「バレなきゃ何をやってもいい」と同じです。「研修をした」と「研修のとおりに仕事をする」とが違うのも、同様の話です。

「わざわざ電話連絡や相談等という違法視されるおそれがある危険な行為をする必要など全くない」と沖電気は言いますが、大谷さんは、沖電気という組織の中で前任者から引き継いだ公共営業課長の「職務」を誠実にこなしていただけなのです。

談合の疑いで取調べを受けた社員は10人です。沖電気が、有永さん、中島さん、大谷さん、俵谷さん、倉田さん。他社が、くどんさん、塩崎さん、小山さん、中原さん、永迫さん。この10人の話に矛盾はありません。沖電気の言うように県警のでっち上げなら、２ヵ月ほどの短期間に10人も署名させるのはさぞかし大変なことでしょう。
当時、電話や相談は違法視はされても、物的証拠が残らないので全てと言っていいほど証拠不十分で不起訴になっていました。だから10人は「暗黙のルール」の存在や落札額について連絡をとった事実を認めることができたのです。

「談合は文化」という日本では、いくら談合情報どおりの入札結果があり限りなく「黒」でも起訴されることは稀でした。だからこそ、課徴金減免と引き換えに自主申告（公取委にFAXという物的証拠が残る）を促すことで談合を摘発できるよう、独禁法が改正されたのです。
昨年の汚水談合一斉逮捕では、のらりくらりと追求をかわしていた各社担当幹部たちが、Ｍ社の捜索で見つかった㊙メモで顔色を変え、11社全てが容疑を認める結果となりました。（06年5月24日毎日）

「大谷さんは公共営業に携わる営業部員という立場にあるのだから、特に入札談合については十分に注意するようにという話があったことは記憶しているのでその注意は守っている……」（H19.5.28　石塚　P2）のですから、㊙メモに類するものを同僚逮捕後も手元においておくとは思えません。

寡占業界の「市場価格」

P５。「市場価格」とは、需要側も供給側も不特定多数いる場合の話です。家電製品の場合、主要メーカーは寡占状態でも、実際の取引では、多数の消費者との間に多くの大小の家電店があります。（最近はインターネットを使ってメーカーが消費者に直接販売する事例がありますが……）

しかし、防災無線の場合、需要側は全国の自治体で多数としても、供給側は主要8社。「メーカー希望小売価格」はいかようにも高くできます。それに、買う側は税金で払うのです。自治体職員が自分の給料から自宅の家電製品を買うのとはわけが違います。

寡占業界において複数の業者から見積を取って設計価格（＝予定価格）を決めるという手続きそのものが、価格カルテルを容易にしています。

今年５月、マリンホースの国際的カルテルが摘発されました。寡占業界である防災無線は、家電製品より圧倒的にこっちに近いのでは？　余談ですが、日本のある大手ゴムメーカーが米司法省へ自首・減免申請（リーニエンシー）したのが摘発の発端だったそうです。（7月5日　朝日）

カルテルに物的証拠がみつかることはほとんどなく自首・自白・証言に頼っていることは、国際的に同じ状況です。

機器見積額は原価を大きく上回っている

湯布院町では、建設物価一覧にない64種類の機器・資材の価格を沖電気を含む４社から見積を取り、それぞれの最低価格を集めて最初の積算をしました。（実務は電気興業）

この時点で、たとえば戸別無線機は37,000円/台でした。私には数千円のラジカセくらいにしか見えない受信機です。その後、「実施設計が完了する１０月頃、防衛庁からクレームがあり、資機材の単価は、建設物価に８掛けをした訂正」をしています。（甲１２号証　役場職員　立川　Ｐ13）　戸別無線機は29,000円/台　（21.6％ダウン）になりました。

沖電気の機器見積もりに対する町の積算結果は83％。　支払われる予定の補助金額につじつまを合わせるため？　大谷さんのいう「防衛補助事業では15％カットされる」にあたるもの？　だとしたら、１５％カットされてもなお、談合して大きな利益を得て裏の営業経費も賄えるような見積がなされていると言っていいのではないでしょうか？

見積価格約２億5000万円（3500台換算）に８掛けをした２億800万円が、機器分の町の積算。沖電気の原価は9100万円。　「業界で足並みそろえて、原価を大きく上回る見積を出した」と言っても構わない結果だと思います。

工事原価……予定価格よりある程度低い価格で応札しても赤字になることはない

「原価」は「システム原価見積仕様書」の「送価」のことで、「ＦＣ」（機器の出荷額や直接工事費のこと？）に現場管理費を足したものと考えられます。一般管理費が「送価」に含まれるのか、入札判定会議の「10％以上の利益」に含まれるのか、判断しかねますが、いずれにしても「ある程度低い価格」は、呉市や各務原市の事例に現れていると思います。
P１１。呉市・各務原市は「自社のシステムをそのまま導入することができるために、予定価格よりもある程度低い価格で応札しても赤字になることはない」と言い切っています。「仕様上のリスク」がないからです。（竹内　P９）　ならば、湯布院も同じです。

統括責任者の有永さんの入札判定会議についての話。（乙40号証P36～38）

「積算したシステム第２部から原価の報告が……強気で行ける時は原価に高めの利益を上乗せしますし、各社がしのぎを削っているような場合には、低い額で入札することになるのです」

「……大谷くんが言った2億5千万円より少し低い金額が、当社が積算した金額よりかなり高めだったということを覚えていますし……」

「強気で行ける時」とは、湯布院のように自社がチャンピオンだと他社に主張できるときのことでしょう。つまり、話し合いのできる指名業者間で入札価格を打ち合わせることによって落札価格が不当に吊り上げられたことが、相当の真実味をもって説明できます。

沖電気が主張する「共通経費」は、なぜばか高いのか

沖電気の主張はこうです（陳述書　竹内　P11～）

①限界利益＝販売価格－変動原価

②経常利益＝限界利益－共通費用

つまり、

①1億円＝２億5000万円（「標準価格」３億円）－１億5000万円

②経常利益＝1億円－共通費用

大谷さんが「１億円の利益が見込まれる」というのはこの経常利益なのでしょう。では、共通費用はいくらでしょうか？

（原価＋10％）以上でOKが出るそうですから、原告はこの10％（約1500万円）が、直接工事にかかわらない事業継続・販売のための経費と考えています。なぜなら、公共工事の基準で町が積算した一般管理費約1400万円に＋αだからです。

沖電気が具体的にあげた項目のうち、コンサルティング費用、販売手数料、借入金利息は公共工事の基準にありません。町が積算した一般管理費に、電気興業への協力（？円）、ダゴ通信・江藤氏への販売手数料（6300万円＋税）、借入金利息（？円）を加えると、共通費用は8000万円以上にもなります。「結果的に共通費用が限界利益を超過することもあります。この場合には欠損（赤字）……」とは、裏の営業に金がかかり、借金漬けの経営で……ということでしょうか？

沖電気の主張によっても、湯布院では談合がうまくいって、多額の営業経費などを差し引いても2000万円近い額の純利益があがりました。もし、松下と競り合って落札していたら欠損（赤字）だったんでしょうね。それでも、継続して保守業務委託などあるし、視察にきた自治体が沖電気を指名して事業をしてくれるかもしれません。

公共事業がほとんどの防災無線は沖電気にとって安定した営業分野。その担当課長が「……共通費用を勘案した上で最終的な原価というものを知りうることは全く不可能……」という状況では、赤字を減らすために利益管理室をつくっても無駄じゃないかと思います。扱う商品に関わる費用などの情報を担当者が共有してこそ、いい営業ができるというものではないでしょうか。

「原審判決で裁判官が、沖電気側で適正な利益額や販管費を立証が容易であるにも拘わらず主張・立証していないとして判断を下した……」と沖電気は不満のようですが、社員や株主や消費者を大切に考えているかどうか、企業の経営理念にかかわる話だと思います。
ダゴ通信の販売手数料は、天の声をいただくため

　

大谷さんは「発注者への意向取り付け……」で、吉村町長の名前を挙げています（甲８号証の７　P23～）。　しかし、業界の「暗黙のルール」に従うなら、大谷さんのいう発注者は、本当は地元選出で防衛庁長官を経験した衛藤代議士だと原告は考えています。

ここで代議士の名前を出しては、これから整備する全国の自治体の受注に差し障りがありますから、大谷さんは町長の名をあげたのでしょう。平成１０年の時点でダゴ通信は電波管理局の許可を持っていなかったのに電波調査を委託されているくらいですから、吉村町長とは確かにつながりがあるようです。ダゴ通信が吉村町長に便宜を図ってもらっていたことも事実でしょう。

当時の助役は「湯布院駐屯地創隊記念行事（H12.10.14）で、衛藤代議士秘書から『沖電気に決まりましたか』と聞かれたかどうか」事情を聞かれました。（甲８号証の４　P6～）　そこで「数日後に秘書の高倉氏に電話で確かめたら、はぐらかされた。事実関係が明るみに出れば都合がわるいと考えて、高倉氏が嘘を答えたのだと思った」と話しています。（同P９～）

ダゴ通信に、残る2800万円を払ったはず

Ｐ10。ダゴ通信から「2000万円では少ない」と要求され、沖電気は追加して2800万円＋税を払いました。（甲８号証の８　P30）　希望通りの指名にしてもらうだけで1500万円ですから、設計を沖仕様にするのに2000万円では少ないでしょう。「天の声」が出ていたのなら、なおさらです。

調書でどうして「2000万円、800万円」という額が出たのか？　稟議書の2000万円と同様「支払いの事実は捏造しようがない」のですから、家宅捜索で警察がつかんでいたと考えるのが自然です。
稟議書「特払いの理由」、「……現地調査、置局計画のための電波伝播試験等の経費はすべて同社が立替払いをしている。……立替払い済みの諸経費について、……」は、立替払いが全てではなく成功報酬である販売手数料が別にあるという意味です。

「別紙添付覚書」が提出されてないのでどういう契約だったのかわかりませんが、そもそも、ダゴ通信自らが現地調査や電波試験を実際にやったのであれば、販売手数料という成功報酬からではなく、業務委託契約を結んで支払うのが筋では？

大谷さんは取り調べのとき、こう話していました。（甲８号証の７　項目32）

「……発注者への意向取り付けの謝礼などは、工事の下請けに入ってもらい、材料費・人件費に上乗せして支払う計画であったものが断念せざるを得ませんでした。……それで、ダゴ通信に受注後、現地調査などを実施させたことにして2000万円を支払いました」

　だから、大谷さんは大分地裁の証言台でしどろもどろの説明しかできなかったのです。　稟議書が本物なら、それはそれで大谷さんの供述が正しい証拠ともいえます。


